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は じ め に
中国の大都市に戸籍の転入を許されない外来人口が大勢おり, 彼らと地元住民が居住空間
や職業で奇妙に棲み分けしている姿が1990年代に入って形成され始めた (李 2000；李・唐
2002)｡ 厳 (2006, 2008) で論じたように, 現住地の戸籍をもつか否かによって, 外来人口
と地元住民の従事する職種, より高い収入を追求するための機会, 教育に代表される人口資
本の収益率はまるで違うものである｡ 戸籍の如何で都市労働市場が分断されてしまう状況を
新型二重社会と呼ぶことは中国でもしばしばある (孫 2003)｡
ところが, 2000年代に入ってから, 農民工政策が大きく転換され, 労働契約法, 雇用促進
法など労働者の権利保障を強化するための法規が施行され, 新法の農民工への適用も強調さ
れている｡ また, 近年の人手不足を背景に, 給与や福利厚生を巡る労働争議が多発し, 最低
賃金の大幅な引き上げが各地で実施されている｡ さらに, 出稼ぎ労働者の主体は1980年代以
降生まれた世代にシフトし, 従来の出稼ぎ型の地域間人口移動は挙家離村型へ変わり始めて
いる｡ その結果, 戸籍によって分断された新型二重社会が解体し, 労働市場では外来人口と
地元住民による二重構造も変容しつつある｡
本稿では, 都市労働市場における需給関係, 農民工に関する政策が変化する中, 従来の二
重労働市場がいかに変容したかについて, 2003年, 2009年に上海市で実施した外来人口およ
び地元住民の就業調査の個票データを用いて実証的に分析する｡ 具体的には, まず第１節で,
就業調査の抽出方法, サンプルの数, 個票データの特質について説明し, 外来人口と地元住
民の比較分析を行う際に注意すべき点を明らかにする｡ 第２節で, 個票データを集計し労働
市場における外来人口と地元住民の就業, 転職および給与の実態を考察し, 両者の特徴, 類
似点または相違点を見る｡ 第３節では, 外来人口, 地元住民の賃金関数を推計し, 個人の属
性, 人的資本, 諸制度が給与に与えた影響の有無, 大きさおよび変化する方向を計量的に解
明する｡ そうした実証分析を通して, 大都市の二重労働市場がこの間の制度改革を受けてど
のように変容したかを検討する｡
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１ 上海市就業調査と個票データ
我々は2003年と09年の２回にわたって, 上海社会科学院と共同して, 上海市で働く外来人
口および地元住民を対象とする就業調査を行った｡ ２つの調査は上海市における外来就業人
口の全体像を反映できるように, 宝山区, 北区, 徐区, 虹口区, 浦東新区, 嘉定区から
それぞれ１つの街道, そして, 各街道から 25 居民委員会 (計18) を抽出して実施されたも
のである｡ なお, 市街地の開発で組織が大きく変わった３つの居民委員会を除いて, 被調査
対象の居民委員会は２回の調査で同じものである｡
被調査対象者の抽出は各居民委員会の住民名簿または外来人口名簿に基づいて行われた｡
具体的には, 住民名簿の世帯数を予定サンプル数で割ってサンプルの間隔を求める｡ 最初の
被調査対象を無作為に決めたあと, 一定の間隔で被調査対象を抽出する｡ 調査は原則として
居民委員会の職員が調査票を配布し, 本人が記入後に回収するという留め置き調査法で行う
が, 読み書きのできない外来人口の場合, 調査員 (社会科学院の院生, 若手研究員, 居民委
員会職員) が質問し回答を記入するという方法を採った｡
ただし, 2009年調査では, そうした居住区のほかに企業で働く外来人口を対象とした調査
も実施した｡ 居住区に住む外来就業人口のうち, 自営業に従事する人の割合が高く, 外来人
口の全体像を捕らえるために, 企業勤めの人に目を配る必要があると考えたからである｡
サンプルの総数は２回の調査とも, 外来人口, 地元人口をそれぞれ1500人程度としたが,
最終的に集められた有効サンプルはほぼ調査設計のとおりである (表１)｡
本稿の主な狙いは２時点の調査資料でその間の変化を見ることとしている｡ そのため, 利
用するデータの比較可能性があるかどうかは重要なことである｡ 前述のように, 2009年調査
では企業勤めのサンプルが500人ほど含まれている｡ 比較分析の際に普通の居住区で得られ
桃山学院大学総合研究所紀要 第36巻第２号48
表１ 上海市就業調査サンプルの構成 単位：人, ％
外来人口 地元住民 全体
2003年調査 1,500 1,505 3,005
2009年調査 1,539 1,506 3,045
居住区サンプル
2003年 1,479 1,463 2,942
2009年 1,010 1,506 2,516
企業勤めサンプル
2003年 655 1,184 1,839
2009年 1,165 1,147 2,312
居住区サンプル
2003年 50.3 49.7 100
2009年 40.1 59.9 100
企業勤めサンプル
2003年 35.6 64.4 100
2009年 50.4 49.6 100
注) 居住区とは６つの区から抽出したもの, 企業勤めとは勤め先が国有企業,
集団企業, 外資系企業, 私営企業と回答したもの, をそれぞれ指す｡
たサンプルに限定する必要がある｡ 他方, 企業に勤める人々について外来人口と地元住民を
比較し, その結果を居住区サンプルのものと補完的に利用することも有効であろう｡ 都市労
働市場の構造変動をより多面的に把握することができるからである｡
このような考えに基づき, 勤め先の形態に関する調査項目から, 企業勤めのデータセット
を作成することができる｡ すなわち, 勤め先は自営業, 政府機関などと答えた者を除去し,
国有企業, 集団企業, 外資系企業, 私営企業のいずれかと回答した人たちを企業勤めのグル
ープとして抽出する｡ その結果, 2009年に外来就業人口1539人のうち, 1165人は企業勤めの
グループに属することになる｡ 以下の分析では, 基本的に居住区サンプルを用いるが, 必要
に応じて企業勤めサンプルのデータセットも活用する｡
２ 外来人口と地元住民の就業, 転職と給与
本節では, ６つの区で集めた調査票つまり居住区サンプルのデータで, 外来人口と地元住
民の就業, 転職および給与に関する概況を説明し, 両者の特徴と相違点をみよう｡
1) 就業者の属性, 就業と転職 (表２)
第１に, 外来人口は地元住民に比べて若い｡ 2003年調査では両者の平均年齢が10歳も異な
っていた｡ その後縮小する傾向が見られるものの, 09年調査でも依然６歳の差がある｡ 外来
人口が30代以下, 地元住民が30代以上に, それぞれ偏っているのが原因である｡
第２に, 教育に関しては, 外来人口の平均教育年数1) が大きく伸び, 小学校以下の割合が
低下し, 高校 (中専を含む) とくに大専以上の割合が大きく上がっている｡ 背景に以下のよ
うな事情がある｡ 2000年代以降, 大学教育の大衆化が加速し, 近年, 毎年600万人余りの新
大卒者 (短大相当の大専卒を含む) が労働市場に供給され続けている｡ 就職難が厳しさを増
すなか, 新大卒者の一部は非正規の出稼ぎ労働市場に参入せざるを得ないようになっている｡
他方の地元住民では, 平均教育年数の伸びは比較的緩く, 同じ期間中, 外来人口の半分
(0.8年) に留まった｡ その結果, 両者の平均教育年数の格差は2003年の3.2年から09年の2.4
年へと0.8年縮まった｡ これは都市労働市場では高い教育を必要とする業種, 職種に農民工
を含む外来人口も参入できることを意味しよう｡
第３に, 2003年調査の外来人口では, 男性の回答者は全体の６割程度を占めたが, 09年調
査では女性の回答者が増えた｡ また, 外来人口の平均年齢が上がったことを反映して既婚者
の割合も８ポイント上がった｡ それに対して, 地元住民の既婚者割合がほとんど変わらな
かった｡
地位の獲得や昇給で重要な役割を果たすとされる共産党員という身分の保有状況をみると,
外来人口の３％程度, 地元住民の 12 割程度が共産党員であることがわかった｡ 両者の間に
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1) 小学校以下が３年, 小学校が６年, 中学校が９年, 高校および中専が12年, 大専が15年, 大学本科
以上が16年として算出される｡ 以下は同じ｡
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表２ 上海市就業調査回答者の属性, 就業と転職に関する集計表
(居住区サンプル) 単位：％
項目
外来人口 地元人口
2003年 2009年 2003年 2009年
サンプル数 (人) 1,479 1,010 1,463 1,506
平均月給 (元) 1,227 2,350 1,469 2,806
15－19歳 10.1 3.8 0.7 0.4
20－29歳 39.6 36.8 21.9 24.9
30－39歳 35.5 39.0 19.0 29.5
40－49歳 12.3 17.7 37.1 26.7
50－59歳 2.3 2.6 20.6 17.6
60歳以上 0.2 0.1 0.7 0.8
平均年齢 (歳) 30.7 32.8 40.7 38.9
小学校以下 20.8 7.8 1.5 2.3
中学校 57.9 51.9 27.0 21.4
高校 14.7 16.2 31.3 20.3
中専 3.3 7.1 12.4 11.3
大学専科 1.8 10.0 18.7 23.4
大学本科以上 1.4 6.9 9.0 21.4
平均教育年数 (年) 9.0 10.6 12.2 13.0
男性 59.2 48.5 61.8 56.1
既婚者 67.7 75.6 79.1 78.6
共産党員 2.9 3.2 19.5 13.3
非農業戸籍者 12.7 29.6
月間就業日数 (日) 28.1 24.1 22.0 21.2
１日当たり就業時間数 (時間) 10.7 9.2 8.6 8.6
正規・公共部門就業者割合 27.5 44.1 83.5 78.4
転職経験なし 65.7 63.7 50.6 45.9
転職経験１回 14.1 8.4 21.5 17.1
転職経験２回 7.2 11.7 14.1 15.6
転職経験３回 7.3 9.9 8.5 14.5
転職経験４回 2.2 2.6 3.1 4.4
転職経験５回以上 3.5 3.8 2.1 2.6
平均転職回数 (回) 0.8 0.9 1.0 1.2
正規→正規への転職者 21.9 34.6 61.2 56.5
非正規→正規への転職者 10.2 15.4 12.6 12.8
非正規→非正規への転職者 46.5 33.2 4.5 10.6
正規→非正規への転職者 21.5 16.8 21.7 20.0
自主的辞職者割合 44.3 49.5 24.5 57.1
上海に来て半年未満 8.5 2.5
上海に来て半年－１年未満 7.3 4.9
上海に来て１－５年未満 40.8 31.8
上海に来て５－10年未満 26.1 34.8
上海に来て10年以上 17.4 26.0
平均滞在年数 (年) 5.3 7.5
注) 2003年, 2009年上海就業調査より集計した｡
大きな格差が存続している｡ 地元住民の回答者における共産党員の割合が下がったのは回答
者全体がやや若年化し, 女性の回答者が増えたことによったのかもしれない｡
第４に, 外来人口の高学歴化に伴い, 非農業戸籍をもつ者の割合が急速に高まっている｡
戸籍転入が厳しく制限され続けている上海市の特殊事情かもしれないが, 近年, 大学を出た
人は上海市での就職ができていても, その勤め先が市政府の認定した公共機関や国有企業で
なければ, 戸籍の転入は難しい (附表１参照)｡
第５に, 外来人口と地元住民の就業実態について, 月間の就業日数, １日当たりの就業時
間数などで見てみる｡ 表２のように, 両者の就業日数に一定の差異が存在しているものの,
その差が大きく縮まった (2003年調査の6.1日から09年調査の2.9日に縮小)｡ １日当たり就
業時間数における両者の差も1.5時間短縮した｡ しかも, このような変化は主として外来人
口の就労状況が大きく改善されたところに由来している｡ 新しい労働関係の法規が施行され,
農民工など外来人口への適用が強調されたことの結果であろう｡
他方, 外来人口と地元住民がそれぞれどのような部門で働いているかについて, 厳
(2006) で述べた基準で行った部門分類 (正規部門, 非正規部門, 公共部門) に従ってみる
と, 地元住民が正規・公共部門, 外来人口が非正規部門に偏って就業している姿が浮かび上
がり, 同時に, 外来人口の正規・公共部門での就業者割合が上昇し, 地元住民ではわずかな
がら低下していることも確認できる｡ 外来人口の高学歴化, 労働関係の政策転換はこのよう
な変化をもたらしたのであろう｡
第６に, 転職に関しては, 回答者全員で見る調査時までの平均転職回数 (転職経験のない
者は０回とする) は外来人口, 地元住民を問わずやや増えていた｡ しかし, 転職経験なしと
答えた外来人口は全体の６割を占めたものの, ２時点調査の間に２ポイント下がった｡ 他方
の地元住民では５ポイント下がって45.9％となった｡ 転職経験者の割合は両方とも上昇した
のである｡ また, 両方において, 転職経験１回の回答者割合が大きく低下し, 転職経験２回
以上が高まったという傾向も見られる｡
また, 転職のパターンについて, 正規 (公共部門を含む) 部門内, 非正規部門内, 正規か
ら非正規へ, またその逆の４つがあるとして, ２時点の状況を比較してみると, 外来人口で
は正規および非正規から正規への上昇移動が大幅に増え, 代わって, 非正規内の水平移動お
よび正規から非正規への下降移動が減少したことが分かる｡ しかし, 地元住民ではこのよう
な現象が観測されないどころか, 反対の傾向すら見られる｡ つまり, 正規・非正規から正規
への上昇移動が減少し, 非正規から非正規への割合が上がった｡ ただし, 絶対的水準では,
地元住民における正規部門内または非正規から正規部門への移動者割合が圧倒的に高いこと
に変わりはない (厳 2006)｡
さらに, どのような理由で仕事を辞めて転職したかについて聞いたところ, 前の勤め先の
待遇が悪い, あるいは, 仕事の内容に合わないため自分の意思で辞職したとする回答者の割
合は, 外来人口では2003年の44.3％から09年の49.5％へと５ポイント上がったのに対して,
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地元住民では同期間中24.5％から57.1％へと20ポイント以上も上昇した｡ 外来人口と地元住
民の転職行動が次第に似通ってきたということである｡
第７に, 外来人口が上海市に滞在する期間をみる｡ ２つの調査時点を比べると, 回答者の
平均滞在年数は5.3年から7.5年に伸びたことがわかる｡ 上海市での滞在期間が長引くほど,
さまざまな意味での能力が高まると考えるなら, これを個々人のもつ人的資本とみなすこと
もできよう｡ これはそれぞれの給与に有意な影響を及ぼすのであろうか｡
最後に, 外来人口と地元住民それぞれの平均月給の変化, そして, 両者における平均月給
の相対水準の変化をみる｡ 居住区サンプルの集計結果を示した表２によると, ２つの調査が
行われた200309年の６年間において, どちらの名目月給も91％上昇し, また, 地元住民に
対する外来人口の相対月給も03年の83.5％から09年の83.7％へとわずかな変化に留まった｡
上海市における二重労働市場の基本構造が全体として全く変わっていないように見えるが,
実態はどうであろうか｡
2) 転職と給与
転職には能動的なものと受動的なものがある｡ 勤め先の倒産などで解雇された場合の再就
職は後者のケースに当たり, 自らの能力が買われ他社に引き抜かれる, あるいは, 現状に不
満を抱き労働条件のより良い職場に自主的に移動する場合は前者に当たると考えられよう｡
転職の理由が異なると, 転職の結果つまり給与の変化する方向も当然ながら変わってくる｡
能動的な転職は給与の増加, 逆に受動的な転職は給与の減少, をもたらす可能性がある (玄
田・中田編 2002)｡
2003年調査のデータセットを用いた厳 (2006) でも指摘したように, 地元住民の移動率
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居住区サンプル
図１ 転職回数と月給の関係
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(転職経験者の割合) が高く, 平均転職回数も外来人口より多い｡ しかも, 地元住民の転職
行動は給与の増加に有意に作用していた｡
ところが, 2009年調査では, そうした状況が大きく変化しているようだ｡ 転職の回数と月
給の関係を描いた図１から見てとれるように, 転職経験のない人に比べて, 外来人口も地元
住民も転職経験者の月給が少なく, しかも, 転職を繰り返していくうち, その月給が減少し
ていく傾向がある (５回以上の転職者が例外)｡ 興味深いのは, このような現象が居住区サ
ンプルだけでなく, 企業勤めのサンプルで集計した結果にも明確に表れているということで
ある｡ 転職は必ずしも給与の増加につながらないというわけである｡
もちろん, これは暫定的な分析結果であり, より一般的な結論を引き出すには, 転職パ
ターンによって給与がどう変わるかをさらに考察する必要がある｡
3) 性, 年齢, 教育と給与
労働経済学の考えによれば, 個々人の給与はその属性と深く関係する｡ 加齢するとともに
給与が上がっていくものの, ある年齢を過ぎると給与が減少に転ずる｡ また, 学校教育を受
けた年数, ある職業の勤続期間といった要素は個人のもつ能力, あるいは人的資本を表す｡
学歴が高いほど, 勤続期間が長いほど, 給与が増える｡ そうした関係を図示するものは給与
カーブと呼ばれる｡
上海市における外来人口, 地元住民の給与カーブはどのような形を呈するのであろうか｡
ここで, 居住区サンプルを使って性別, 学歴別および年齢階層別の平均月給を算出し, その
結果を折れ線グラフにしたのが図２である｡ 主な特徴点をまとめよう｡
第１に, 一部を除いて, 年齢と給与の一般的な関係が観測される｡ 加齢するとともに, 給
与は一旦上がるものの, 一定の年齢を超えた後にまた下がる｡ ただし, 月給がピークに達す
る年齢はそれぞれ異なっている｡
第２に, 男女, 年齢層, 外来人口と地元住民を問わず, 学歴が高い人ほど, その月給が高
い傾向がある｡ しかも, 2003年調査に比べて, 09年調査の方で大専以上の高学歴者が一層高
い月給を得ている｡
第３に, 図示していないが, 女性より男性の平均月給が著しく高い｡ 2003年調査では, 女
性より男性の平均月給は外来人口で30％, 地元住民で15％高く, また, 09年調査でも, 外来
で16％, 地元で10％高い｡
ただし, 上述の給与カーブに関する特徴点は, 勤務先, 勤続年数など給与に影響を及ぼし
そうなさまざまな要素を考慮していない状況下のものでしかなく, 年齢, 教育, 性別の月給
に与えた影響の度合いも分かっていない｡ 諸要素をコントロールして, 同じ条件の下でそれ
ぞれの影響の有無や大きさ, 変化する方向を比較してはじめて, 確かな結論を引き出すこと
が可能になる｡ 以下, 厳 (2008) で行った賃金関数の推計方法を援用し, 2003年調査, 09年
調査の個票データを用いて新しい給与関数を推計する｡
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３ 給与関数の推計方法と結果
1) 給与関数の定式化
本節では, 外来人口および地元住民の給与関数を推計し, 個人の属性や人的資本, 転職が
給与に与える影響を計量的に分析する｡ とくに注目したい点は２つある｡ １つは人的資本を
表す教育の収益率が外来人口と地元住民でそれぞれどのように変わり, 厳 (2006) でみた両
者間の格差が縮まったかであり, もう１つは転職と給与の関係がどのようになっているかで
ある｡
給与関数は厳 (2008) で使ったミンサー型賃金関数の拡張型である｡ 被説明変数はボーナ
スなど諸手当を含む月給総額の自然対数とし, 説明変数は個人の属性を表す変数 (年齢, 性,
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図２ 性別, 学歴別にみる外来人口と地元人口の給与カーブ
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婚姻, 政治身分, 戸籍), 個々人のもつ人的資本を表す教育や経験 (外来人口が上海に滞在
する期間), 就業状況 (月間就業日数, １日当たりの就業時間数), 転職状況に関する変数
(転職のタイプ, 自発的辞職か), さらに, コントロール変数として勤め先の規模, 形態, 自
らの職種を給与関数に取り入れる｡ 計測結果の安定性を確認するため, 月給関数の推計を居
住区サンプル, 企業勤めサンプルの両方で行う｡ なお, 居住区サンプルにおける各変数の基
本統計量は表２に示した通りである｡
このように計測された月給関数は表３のように８本ある｡ 以下では, 居住区サンプルの計
測結果を中心としつつ, 企業サンプルの計測結果をも考慮して, ２つの調査期間中, 上海市
の労働市場で起こった構造変化を浮き彫りにする｡ すなわち, 外来人口, 地元住民それぞれ
の月給関数における諸係数の変化, そして, 両者の相対的関係の変化を明らかにするという
ことである｡
2) 人的資本の収益率
2003年調査の居住区サンプルを利用した推計結果では, 外来人口と地元住民の教育収益率
(学校教育を受けた期間が１年間伸びることによってもたらされる月給の上昇率) はそれぞ
れ3.7％, 5.6％であり, 両者間に大きな開きがある｡ これは, 同じ教育を受けた人が現住地
の戸籍をもつかどうかによって異なる給与を受け取っていることを意味する｡ 言い換えれば,
労働市場には個人の能力によらない給与の格差, あるいは, 制度的差別に起因する給与の格
差が存在している｡ 厳 (2006, 2008) で論じた二重労働市場はまさにこのような状況が存在
しているからにほかならない｡
ところが, 2009年調査の居住区サンプルを対象とした月給関数では, 外来人口の教育収益
率が大幅に上昇して6.1％となったが, 地元住民の教育収益率がわずかに上昇して6.2％とな
った｡ その結果, 両者の教育収益率はほぼ同じ水準に収斂するようになった｡
企業勤めのサンプルだけを計測してみると, 2003年調査における外来人口と地元住民の教
育収益率はともに5.3％であり, そして, 09年調査では外来人口, 地元住民の教育収益率は
それぞれ7.4％, 6.4％と, 外来人口の方が高い｡
他の条件が同じ場合, 学校教育年数と人的資本はどのような関係をもつのであろうか｡ 表
３の推計結果 (定数項と教育収益率) を用いて図３を作成してみたところ, 興味深い事実が
判明した｡ 2003年調査では, 企業サンプルを対象に推計された, 外来人口と地元住民の教育
収益率がほぼ同じではあるが, 定数項が異なったため, 教育年数の増加とともに, 両者の月
給格差が拡大する｡ そうした傾向は居住区サンプルを対象とした計測結果でよりいっそう際
立つ｡
対照的に, 2009年調査では, 居住区サンプルと企業勤めサンプルのいずれを使った計測の
結果でも, 外来人口と地元住民の月給は教育年数の延長に伴い, ほぼ同じペースで増えるだ
けでなく, 両者の格差も消失している｡ むしろ, 企業勤めの外来人口の月給は他に比べて高
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表３ 上海市における外来人口と地元人口の月給関数 (回帰係数, OLS)
説明変数
外来人口
2003年居住区 2009年居住区 2003年企業 2009年企業
(定数) 5.209 *** 6.421 *** 4.897 *** 5.765 ***
年齢 0.051 *** 0.004 0.067 *** 0.040 ***
年齢の２乗100 0.072 *** 0.012 0.097 *** 0.056 ***
教育年数 0.037 *** 0.061 *** 0.053 *** 0.074 ***
男性 (男性＝1, 女性＝0) 0.164 *** 0.188 *** 0.169 *** 0.215 ***
既婚 (既婚者＝1, 未婚者＝0) 0.057 0.067 + 0.048 0.021
共産党員 (共産党員＝1, その他＝0) 0.196 ** 0.151 * 0.140 + 0.121 **
非農業戸籍 (非農業＝1, 農業＝0) 0.092 ** 0.088 ** 0.079 + 0.012
月間就労日数 0.009 * 0.009 ** 0.007 0.003
１日当たり就業時間数 0.005 0.021 *** 0.003 0.025 ***
転職タイプ１ (正規→正規) 0.061 0.007 0.050 0.098 ***
転職タイプ２ (非正規→正規) 0.062 0.023 0.051 0.047
転職タイプ３ (非正規→非正規) 0.082 * 0.103 * 0.027 0.056
転職タイプ４ (正規→非正規) 0.024 0.145 ** 0.013 0.057
自発的辞職 (該当者＝1, その他＝0) 0.068 0.027 0.111 ** 0.048
上海に来て半年未満 0.246 *** 0.126 0.176 *** 0.247 ***
上海に来て半年－１年未満 0.181 *** 0.119 * 0.046 0.123 **
上海に来て５－10年未満 0.026 0.085 ** 0.012 0.031
上海に来て10年以上 0.016 0.117 *** 0.034 0.023
観測数 (人) 1,315 941 573 1,097
調整済み決定係数 0.258 0.319 0.431 0.414
説明変数
地元住民
2003年居住区 2009年居住区 2003年企業 2009年企業
(定数) 6.099 *** 5.935 *** 6.302 *** 6.016 ***
年齢 0.002 0.033 *** 0.005 0.033 ***
年齢の２乗100 0.006 0.043 *** 0.002 0.045 ***
教育年数 0.056 *** 0.062 *** 0.053 *** 0.064 ***
男性 (男性＝1, 女性＝0) 0.149 *** 0.079 *** 0.136 *** 0.046 *
既婚 (既婚者＝1, 未婚者＝0) 0.078 ** 0.086 *** 0.057 0.099 ***
共産党員 (共産党員＝1, その他＝0) 0.135 *** 0.163 *** 0.178 *** 0.144 ***
月間就労日数 0.004 0.008 ** 0.000 0.006 *
１日当たり就業時間数 0.016 *** 0.010 + 0.014 ** 0.008
転職タイプ１ (正規→正規) 0.061 ** 0.128 *** 0.106 *** 0.111 ***
転職タイプ２ (非正規→正規) 0.064 0.208 *** 0.114 * 0.250 ***
転職タイプ３ (非正規→非正規) 0.095 0.163 *** 0.081 0.197 **
転職タイプ４ (正規→非正規) 0.173 *** 0.139 *** 0.021 0.136 **
自発的辞職 (該当者＝1, その他＝0) 0.199 *** 0.117 *** 0.173 *** 0.137 ***
観測数 (人) 1,493 1,464 1,176 1,111
調整済み決定係数 0.382 0.458 0.354 0.456
注) ①***, **, *, +はそれぞれ１％, ５％, 10％, 15％で有意であることを示す｡
②勤め先の規模, 形態, 職種をコントロール変数としてモデルに投入したが, 結果の表示を省
いた｡
③性別, 非農業戸籍, 共産党員, 学歴, 上海に来ての期間, 転職タイプはそれぞれ女性, 農業
戸籍, 非共産党員, 中学校, １－５年未満, 転職歴なしを比較の基準とした｡
くなっている｡
また, 最終学歴が給与に与えた影響の有無, 大きさおよび変化する傾向を知るため, 給与
関数における教育年数に代わって, 中学校を基準とした各教育レベルのダミー変数を入れる｡
表４は計測結果の中から最終学歴の部分だけを取り出したものである｡
同表から分かるように, ほとんどの場合, ｢学歴なし｣ および ｢小学校｣ の回帰係数がマ
イナスの値を呈している｡ 中学校の学歴をもつ人に比べて, 小学校以下の人の月給が相対的
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図３ 人的資本 (学校教育の年数) と月給の関係およびその変化 (上海市)
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注) 賃金関数の定数項および教育収益率で求めた理論値で作成した｡
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表４ 学歴別にみる教育の収益率
外来人口 2003年居住区 2009年居住区 2003年企業 2009年企業
学歴なし 0.068 0.020 0.081 0.022
小学校 0.076 * 0.056 0.063 0.030
高校 0.090 ** 0.201 *** 0.149 *** 0.234 ***
中専 0.130 + 0.242 *** 0.209 ** 0.309 ***
大専 0.599 *** 0.451 *** 0.632 *** 0.508 ***
本科以上 1.192 *** 0.724 *** 1.341 *** 0.743 ***
地元住民 2003年居住区 2009年居住区 2003年企業 2009年企業
学歴なし 0.065 0.247 0.104 0.258
小学校 0.084 0.208 *** 0.053 0.235 **
高校 0.071 ** 0.108 *** 0.062 * 0.098 **
中専 0.130 *** 0.299 *** 0.087 * 0.300 ***
大専 0.387 *** 0.381 *** 0.354 *** 0.394 ***
本科以上 0.576 *** 0.622 *** 0.589 *** 0.636 ***
注) 本表は, 表 3の教育年数の代わりに学歴ダミー (中学校を基準とした) を入れて計測
した賃金関数から抜き出したものである｡
に少ないことが示唆される｡ ただし, 一部のケースを除いて, 回帰係数の有意水準が低いた
め, そのような関係が必ずあると断言できないかもしれない｡
高校以上の学歴を有する人はあらゆるケースで中学校の人より高い給与をもらっている｡
それぞれの回帰係数はプラスで, 統計的に有意だからである｡ 具体的にいうと, たとえば,
2003年調査の居住区サンプルでは, 高校の学歴をもつ外来人口は中学校の人より月給が9.0
％高く, 地元住民ではそれが7.1％高い｡ あるいは, 2009年調査の企業勤めサンプルでは,
大専の外来人口と地元住民の月給はそれぞれの中学校に比べて50.8％, 39.4％も高い｡
より興味深いのは２時点の間で起きた変化である｡ 外来人口の場合, 高い学歴をもつ人ほ
ど, その相対的月給が顕著に高いものの, 2003年から09年までの６年間で, 高校・中専の相
対月給が速く上昇し, 大専・大学本科以上が逆に低下している｡ たとえば, 中学校に対して,
中専の月給は03年調査の13.0％高から09年調査の29.9％高に, 反対に, 大学本科の月給は
119.2％高から72.4％高に変わった｡ このような傾向は企業勤めサンプルを対象とした計測
結果でも確認できる｡
他方の地元住民に関しては, 異なった結果が現れた｡ 高校以上の各学歴において, それぞ
れの学歴をもつ者の相対的月給が高く, しかも, 時間の経過とともに, 中学校との開きが一
層拡大する｡
そうした中, 外来人口と地元住民の両者を対比させてみると, 学歴別の相対給与が時間の
経過とともに近づいてきたことがわかる｡ 外来人口における学歴間の巨大な格差が縮小した
のに対して, 地元住民における学歴間の相対的平等が不平等化していったということであろ
う｡ これは, 教育年数で測った人的資本の収益率が上がり, しかも, ほぼ同じ水準に落ち着
いてきたという表３の結果を裏付けたといえよう｡
3) 転職と給与
記述統計で見たように, 転職経験者の少ない外来人口の転職状況は２つの調査期間中比較
的安定し, 転職経験をもつ者の割合も調査時までの平均転職回数がわずかしか増えていない｡
一方の地元住民では転職経験者の割合が上がり, しかも繰り返し職を変えていく人が急増し
た｡ しかし, 厳 (2006) で見られた, 給与増に対する転職のプラス効果は必ずしも明確では
ない (表２, 図１)｡
ここでは, 給与関数の推計結果を基に, 他の条件が同じである場合の転職と月給の関係を
分析する｡ 表４から読み取れるように, 2003年調査の外来人口では, 非正規部門内での転職
のみが月給増をもたらす (転職経験なしに比べて月給が8.2％高い) のに対して, 地元住民
では正規部門内での転職が月給増, 正規から非正規への転職が月給減をもたらす (いずれも
居住区サンプル)｡ ところが, 09年調査の計測結果は全く異なる様子を呈した｡ 外来人口,
地元住民を問わず, あるいは転職のタイプとも関係せず, 転職は月給の減少につながってい
ることが示された｡ しかも, 一部の例外を除き, 企業勤めサンプルの計測結果から同じ結論
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を引き出すことができる｡
もちろん, これは全体としての話であって, 転職を自らの意思で主動的に行ったかどうか
によって状況が変化しよう｡ 実際, 地元住民の居住区サンプルおよび企業勤めサンプルを使
った計測結果では, 自発的に辞職した人の月給は転職未経験者を含むその他の人に比べて有
意に高い｡ 外来人口では2003年調査の企業勤めサンプルにおけるそのような効果も検出され
たものの, 他ではその効果が有意に存在しない｡ 転職と給与の関係について, 外来人口と地
元住民の間に一定の差異が存続しているのである｡
4) その他属性と給与
最後に, 個々人の属性等給与と深い関係を有する諸要素の推計結果について簡潔にまとめ
よう｡ 同じく, それぞれは他の条件が同じである場合の効果を意味する｡
第１に, 年齢と月給の関係をみる｡ 2003年調査の外来人口では, 両者間に有意性の高い相
関関係が検出されたのに対して, 地元住民にそれがない｡ ところが, そうした関係が09年調
査で逆転した｡ ただし, 企業勤めサンプルを用いての計測結果では, 09年調査の外来人口に
も年齢と月給との一般的な関係が確認できる｡
第２に, 女性に比べて, 男性の月給が有意に高い｡ また, 地元住民では男女間の月給格差
は縮小しているのと対照的に, 外来人口におけるその格差が一層拡大した｡
第３に, 結婚の給与に及ぼすプラス効果が外来人口ではほとんど観測されないのに対して,
地元住民, なかでも行政機関や大学など公共部門に勤める人を含む居住区サンプルでは, 結
婚のプレミアムが顕著に存在し, しかも, 09年調査の結果は03年調査よりも増大している｡
第４に, 政治的身分を表す共産党員でいる人は一般の人より高い月給を得ている｡ とりわ
け, すべての職種を網羅する居住区サンプルにおけるその効果が大きい｡ たとえば, 2009年
調査の外来人口, 地元住民を対象とした計測結果では, 共産党員でいる人の月給は一般の人
よりそれぞれ15.1％, 16.3％高い｡
第５に, 外来人口の給与関数に取り入れられた戸籍, 上海に来てからの期間がそれぞれ月
給にどのような影響を与えたかをみる｡ 居住区サンプルでは非農業戸籍のもつプレミアムは
およそ９％で安定しているが, 企業勤めサンプルではそれがほとんど有意に作用していない｡
企業では個々人の戸籍の如何によってその月給が影響されないのだろう｡
また, 2003年調査では, 上海市に来ての最初の１年間において, 月給は滞在する期間の延
長とともに上がるものの, ５年以上経つとそのような効果がなくなってしまう｡ しかし, 09
年調査では, 滞在期間が長いほど月給も高まる傾向がある｡ 長く滞在すれば, さまざまな能
力が向上し人間関係も形成できるという意味で, それを個々人のもつ人的資本の一種とみな
すことも考えられよう｡ すると, そうした経験の蓄積で月給が徐々に上がっていくというこ
とは, 労働市場における競争のメカニズムが働き, 労働市場による資源の配分機能が改善さ
れているということもできよう｡
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お わ り に
本稿は上海市で行った２時点の就業調査に基づき, その間における労働市場の構造変化を
検証するものである｡ まず, 外来人口と地元住民の就業, 転職および給与の実態を個票デー
タの集計結果で描き出し, そのうえで, 個人の属性, 人的資本, 制度, 転職等が月給に与え
る影響を月給関数の推計結果で計量的に分析した｡ 主な結論は以下のとおりである｡
外来人口が主に非正規部門, 地元住民が主に正規部門で就業していることからして, 従来
の二重労働市場が根本的に変化していないといわざるを得ない｡ 外来人口には転職の機会が
比較的少なく, 自主的に辞職し転職した外来人口が給与の増加を果たせずにいることも地元
住民とは異なる｡
しかし, 教育に代表される人的資本の収益率は地元住民に比べて外来人口の方が速く上昇
し, その結果, 両者間の格差がほとんどなくなっている｡ 上海市の二重労働市場が2003年か
ら09年にかけて大きく変貌し, 戸籍による給与差別が基本的になくなっていることが強く示
唆された｡ 大いに評価できる変化である｡
ただし, データの性質上, この結論に対して若干の保留を述べておかなければならない｡
第１に, ２つの調査がほぼ同じ調査方法と調査項目で実施され, データセットの比較可能性
を高める工夫も凝らされたが, データセットが同一人物を対象とした追跡調査からのパネル
データでないため, それらに基づいた計測結果を厳密な意味で比較することに若干の問題が
ある｡
第２に, 外来人口の教育収益率が上昇し, 地元住民との教育収益率格差がなくなったから
といって, ただちに二重構造が消失したとはいえないだろう｡ 戸籍に基づく医療, 年金等の
社会福祉で外来人口が不利に扱われている状態はほとんど変わっていないためである｡ さら
にいうと, 外来人口に長期間の滞在と就労を認めておきながら, その戸籍の転入を厳しく制
限する現行の政策が続く限り, 二重社会ひいては二重労働市場が消失していないということ
にならざるをえない｡
追伸：本稿は2009年度特定個人研究費 (中国の労働移動と労働市場に関する研究調査：中国経済はルイ
スの転換点を超えたか) による研究成果の一部である｡
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附表 勤め先の形態別, 業種別, 職種別と規模別でみる
回答者の構成比 (居住区サンプルを対象とした集計結果) 単位：％
項目 外来人口 地元住民
2003年 2009年 2003年 2009年
国有企業 4.5 6.0 43.3 26.6
集団企業 5.3 6.8 9.0 10.1
外資系企業 4.3 6.8 13.9 16.5
私営企業 28.8 46.6 11.8 22.9
自営業 55.2 28.8 2.1 5.2
機関事業単位 0.7 1.1 12.3 13.2
家政サービス 0.7 1.0 0.2 0.3
その他 0.5 2.8 7.4 5.1
農林水産業 0.7 0.4 0.4 1.3
採掘業 0.1 0.1 0.0 0.1
製造業 20.2 21.0 30.6 20.7
電力 0.3 0.5 1.8 2.7
建設業 5.8 9.8 2.9 3.3
地質 0.0 0.2 0.4 0.2
交通 1.5 5.4 11.4 9.9
販売業 48.8 23.5 12.5 10.5
金融業 0.1 1.8 2.6 4.4
不動産業 0.5 1.8 2.3 1.9
社会サービス業 19.1 17.6 11.1 16.5
衛生 0.7 1.5 4.3 4.6
教育 0.1 2.0 5.4 5.5
科学研究 1.8 1.4 2.9 3.3
公共機関 0.2 0.2 10.4 5.8
その他業種 0.1 12.9 1.0 9.2
専門・技術的職業従事者 4.0 14.1 18.0 22.3
管理的職業従事者 1.4 0.1 4.6 3.3
事務従事者 1.9 6.1 22.3 19.9
商業従事者 37.4 12.0 7.5 6.7
サービス業従事者 29.9 32.5 20.5 23.0
農業従事者 0.6 0.6 0.3 0.9
製造等労務従事者 21.5 17.8 25.9 13.9
建設作業従事者 3.1 5.5 0.4 0.9
その他職種従事者 0.3 11.3 0.5 9.0
９人以下 57.7 28.5 7.8 7.4
1029人 14.0 23.5 10.9 14.7
3099人 18.6 21.0 17.1 23.6
100299人 5.6 16.1 20.0 24.6
300999人 2.8 7.7 19.4 14.9
10002999人 0.5 2.5 16.4 11.0
3000人以上 0.9 0.7 8.4 3.7
注) 2003年, 2009年上海就業調査より集計した｡
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The Structural Change of
Urban Labor Market in Shanghai, China
YAN Shanping
In recent years, the policy about peasant migrants (nongmingong) and the relation between
supply and demand in the urban labor market are changing in China. In this paper, we analyze
empirically how the conventional dual labor market changed, using two datasets conducted by
ourselves in Shanghai in 2003 and 2009. In section 1, we explain the extraction method of em-
ployment investigation, the number of sample, and the features of our datasets. With Section 2,
we describe the situations about job change, salary of peasant migrants and local residents in the
labor market, and see the similarity or difference between the two groups. In Section 3, we esti-
mate the wage function of peasant migrants and local residents, and clarify metrically the influ-
ence of individual attributes, human capital, and institutions on salary. Throughout the empirical
analysis, we examine how the dual labor market in Shanghai has changed.
